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り 28）， 殺が国でも同様に考えるべきであろう。 以上のように， 出願段階で．
当業者であれば記載できたはずなのに記載しなかった技術に対しては， 均等論
を否定すべきであって． 均等論は， クレ ー ムや明細書のミスを救わないという
ことになる。
以上のことから， 均等論は ， 特許発明と技術的思想を同じくしつつ， クレ ー
ムの構成要件を後発技術や出願時同効材であるがクレ ー ム ・ 明細書に記載でき
なかった技術に置換した被疑侵害物件のみを． 技術的範囲に包含する理論と位
置づけることになる。 均等論は， 侵害者が， 出願人の落ち度無くクレ ー ムに包
含できなかった同効材への置換によって， 侵害を免れるという「後出し」から，
特許権者を救済する法理と言い換えることもできょう。
なお， ここで， クレ ー ムのみならず明細書に記載できたはずの同効材につい
ても均等論を否定すべきと述べたことの意味を補足しておかなければならない。
例を挙げて説明する。
たとえば， 上位概念Aに包含されるal.a2, a3があり， この3つは同効材で
あるとする。 このうち. a3が先行技術 ， alが被疑侵害物件に用いられている
部材・構成 ・ 手法であり， さらにalからa3が同様の作用効果をもたらし 実
際に置換可能で、あったことを当業者は出願時に容易に認識可能であったとする。
このとき． ①alを含むようにクレ ー ム ・ 明細書を記載しておけば． 当然に同
じくalを用いた被疑侵害物件は文言侵害を構成する。 これに対して． ②alを






他方， ③当初クレ ー ムでA， 明細書等にもAと記載されていた場合， 先行技







































出願人 ・ 特許権者が出願により開示した範囲を超えて， 特許権の効力が及んで














に処理するのかには大きな幅があり得るところ， Federal Circuitは， これを
非常に厳格に解しており， 結論として均等論の適用を肯定した判決も存在はす









このようなアメリカにおける厳格な立場のうち， 出願時にクレ ー ムや明細書
への記載が可能であったにもかかわらず， 記載しなかった， あるいは， 補正に
おいてクレ ー ムに記載可能で、あったにもかかわらず． 記載しなかった部材等に
対しては， 均等論の適用を否定するべきという基本的発想自体は． 以上で検討
したように， 我が国にも当てはまると考えるべきである。 しかしながら， 他方
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